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埼玉県

埼玉県経済の現況

エネルギー価格高騰等が自社の経営に与える影響

【単一選択】回答数:製造業44社、非製造業193社、計237社
出所:イラン情勢緊迫化によるエネルギー価格高騰等に関する県内企業向け緊急WEB調査（R8年3月）

これまでの県内中小企業の景況感（R5～７）

出所:埼玉県四半期経営動向調査
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強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議

概要

構成１３団体 価格転嫁の円滑化に向けた取組

埼玉県経営者協会埼玉県

埼玉経済同友会関東財務局

埼玉中小企業家同友会関東経済産業局

連合埼玉埼玉労働局

埼玉大学埼玉県商工会議所連合会

埼玉県銀行協会埼玉県商工会連合会

埼玉県中小企業団体中央会

産官金労12者による価格転嫁の円滑化に関する協定（R5.3.30更新時）

■19金融機関、約5,500名の価格転嫁サポーター
と連携した支援情報の発信強化
⇒ サポーターの好事例を共有できる仕組みの構築

■価格交渉に役立つ各種支援ツールの機能拡充
⇒ 「価格交渉支援ツール」の労務費データの拡充や、

「収支計画シミュレーター」の入力負担軽減により、
更に利便性を向上

■専門家による伴走支援の拡充
⇒ 1社当たりの支援回数を拡充し、各種支援ツールを

活用した、よりきめ細かい支援を実現

■適正取引情報共有ネットワークの立ち上げ
⇒  身近な相談支援機関で、適正な取引に向けた相談対応

価格転嫁サポーターロゴ

価格交渉支援ツール

収支計画シミュレーター

人手不足の改善に向けた取組

○ 令和２年５月に全国に先駆けて「強い経済の構築に向けた埼玉県戦略会議」を設置
○ 産・官・学・金・労が連携し、戦略的取組をオール埼玉で社会実装
○ 「価格転嫁の円滑化」や「人手不足対策」に加え、「イラン情勢への対応」など新たな課題にも対応

３つの切り口（①人材の確保②生産性の向上③労働の質の向上）と
２つの重点分野（①物流②建設）で取組を推進
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令和８年６月１５日 ④

石油等由来製品の急激な価格高騰や供給不足に対し、県独自の補助制度を創設し、中小企業、
農林水産業者等を支援 先行き不透明な中東情勢に対するセーフティネット

中東情勢に伴う石油等由来製品の急激な価格高騰や供給不足により
利益率＊が減少している中小企業等への支援

● 仕入れ価格上昇対応への支援

● 代替品対応設備投資への支援
石油等由来製品を代替品に切り替えるために必要となる

設備投資経費の一部を補助
 補助率:３/４ 補助対象事業費:上限1,500万円

石油等由来製品の
代替品価格差への補助

石油等由来製品の
仕入額上昇分への補助

代替前の製品と代替品の
価格差が50％以上＊の品目

価格上昇率が50％以上＊の
品目

対 象

１/２補助率

１５万円～１００万円支援額

＊R8.2月時点との比較

中小企業等に対する価格高騰・
供給不足への緊急支援

中東情勢に伴う石油等由来製品の急激な価格高騰や供給不足により
影響を受ける農林水産業者への支援

● 仕入れ価格上昇対応への支援

＊R8.2月時点との比較

農林水産業者に対する価格高騰・
供給不足への緊急支援

石油等由来製品の
代替品価格差への補助

石油等由来製品の
仕入額上昇分への補助

代替前の製品と代替品の
価格差が50％以上＊の品目

価格上昇率が50％以上＊の
品目

対 象

１/２補助率

１０万円～５０万円支援額

申請
農林水産業者

申請支援

全農さいたま・県内各ＪＡ等

埼玉県委託業者

補助

委託

委託

＊最近１か月の利益率が
前年同月比５％以上減少

中東情勢の影響を受ける中小企業、農林水産業者等
に対する価格高騰・供給不足への緊急支援
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埼玉県のすがた ～人口・産業・交通 ポテンシャルが高い～

総人口 7２９万人（全国5位）
出典 令和７(2025)年総務省「国勢調査」速報

１ 東京都 1,425万人
２ 神奈川県 919万人
３ 大阪府 876万人
４ 愛知県 745万人
５ 埼玉県 729万人

県内企業数

16万356企業（全国5位）
出典 令和3(2021)年埼玉県「経済センサス」

出典 令和4(2022)年度内閣府「県民経済計算」

１ 東京都 120.2兆円
２ 大阪府 43.1兆円
３ 愛知県 43.1兆円
４ 神奈川県 35.2兆円
５ 埼玉県 24.7兆円

県内総生産（名目） 24.7兆円（全国5位）
高い交通利便性

・東北、上越、更に北海道など６つの新幹線で東日本の主要都市に直結
・東日本の大動脈「東北」・「関越」・「常磐」自動車道が南北に縦断
・首都圏の高速道路を結ぶ「外環道」・「圏央道」が東西に横断

県民平均年齢 46.8歳（全国7位）
出典 令和２(2020)年総務省「国勢調査」
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企業誘致の取組実績

平成17(2005)年1月～令和8(2026)年3月

立地件数 1,453件

投資総額 約2兆5,303億円

新規雇用 43,432人

税収確保 約2,４１１億円

[地域別立地内訳]

R1 パルタック
RDC埼玉（※「投資総額」及び「新規雇用）は立地企業の計画ベース）

R5 YKK AP
埼玉工場(拡張)

H25 ホンダ
寄居完成車

工場

H24 グリコ
北本工場

R3 新電元工業
朝霞事業所

県北

さいたま

南部南
西
部

西部

川越
比企

秩父

北部

利根

東部

県央

281
件

377
件

圏央道

県南

795
件
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意外に農業県埼玉

埼玉県の農業産出額（令和6(2024)年）
出典:農林水産省「生産農業所得統計」

野菜
872億円
（45.2％）
全国8位

農業産出額
1,929億円

畜産
250億円

（13.0％）

米
528億円

（27.4％）

その他
126億円
（6.5％）

花き
153億円
（7.9％）
全国7位

●埼玉県育成品種のいちご 全国選手権６連覇

埼玉県産農産物の躍進

一般社団法人日本野菜ソムリエ協会主催

●埼玉県の梨 全国選手権３年連続最多受賞

甘さ
推し

香り
推し

ﾊﾞﾗﾝｽ
推し

全国順位産出額品目

1位180億円ねぎ

1位51億円さといも

2位75億円ほうれんそう

2位12億円かぶ

3位53億円ブロッコリー

「日本三大銘茶」の狭山茶
「色は静岡、香りは宇治よ、味は狭山でとどめさす」

全国順位産出額品目

1位5億円パンジー

3位21億円ゆり（切り花）

5位27億円洋ラン類（鉢）

野菜872億円（全国8位） 花き153億円（全国7位）

小麦13億円（全国5位）

清酒の出荷量 全国4位 出典:日本酒造組合中央会
令和７年産調査結果

●高品質な県育成品種いちごの生産・持続的なブランドの確立に向けた取組

・ あまりん基準糖度確認証の交付、「食味向上運動」により品質向上を図る。
・ AIを活用した汎用化技術の確立及び栽培をサポートするシステム開発に着手。

「活樹」の継続的な推進と拡大
「活樹」活動の推進

森林の循環利用の理解を図る
活樹イベント

「伐って・使って、植えて、育てる」森林の循環利用が県民に理解され、
健全な森林を育て未来へと引き継ぐ

健全な森林を育て未来へ
引き継ぐ植樹地の整備

記念植樹地整備



7

埼玉県

サーキュラーエコノミーの推進

２ リーディングモデルの構築

資源の効率的・循環的な
利用を図る

サーキュラーエコノミーリニアエコノミー

転換を推進

スタートアップ企業等によるビジネスプラン

コンテスト

これまでの大量消費・
大量廃棄型

サーキュラ―エコノミ―に取り組む

企業向け補助制度の実施

１ サーキュラーエコノミー
推進センター埼玉

３ リチウムイオン電池の
再資源化

■広域回収・再資源化モデルの構築
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ふれあい広場
埼玉県のご当地グルメや
特産品の販売等により、
全国からの参加者へ
本県の魅力を発信。

ねんりんピック彩の国さいたま２０２６

県内24市町で計30種目の交流大会を開催

【ねんりんピックとは】
60歳以上の方を中心とするスポーツ、文化、健康と福祉の総合的な祭典。
スポーツ・文化の交流大会が行われるほか、誰もが参加できる様々なイベントも開催。
埼玉県では初開催

交流大会 関連イベント

【熊谷スポーツ文化公園】
11/7(土)

 総合開会式
 ふれあい広場

あらゆる世代が楽しむことができるイベントを
県内各地で開催全国から約１万人の選手・監督等が来県

【ソニックシティ・鐘塚公園】
11/7(土)～11/9(月)

 ねんりん彩りフェスタ
・ふれあい広場
・ニュースポーツ体験
・健康フェア
・展示・相談コーナー
・地域文化伝承館 ほか大会特設ホームページで情報発信中

https://www.pref.saitama.lg.jp/nenrin/index.html

「世界に誇るおもてなし」をもって、全国からの参加者をお迎えしてまいります

コバトン＆さいたまっち

※写真はねんりんピック岐阜2025の様子
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埼玉県５か年計画 ～日本一暮らしやすい埼玉へ～
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重点的に取り組んでいる課題
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ペーパーレス化

テレワーク

TX＊1の実現により

デジタライゼーション

デジタイゼーション

Step１

Step２

業務プロセス変革
県民サービス向上

アナログからデジタルへの変換

DXStep３

デジタルに
置き換える

プロセスを
変革する

サービスの
再構築

デジタル連携・新たな価値の創造

人・組織・サービスがデジタルでつながることで
新たな価値が生まれる社会へ変革

デジタルが当たり前となる
環境に変え、職員の意識を変える

デジタルを前提に業務プロセスを変革し
生み出した時間で

生産性・サービス価値を向上

県民サービスのデジタル化と窓口機能の高度化

行政内部の働き方改革と業務DX

狙い

狙い

狙い

行政手続きの
デジタル完結拡大

バーチャル埼玉
GIS生成AI等の導入

業務プロセスの改革 ８４５件

「行かなくても良い、働きやすい県庁」へ
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中小企業のＤＸ推進

ＤＸ推進支援ネットワークを軸とした支援

国や県、市、経済団体、金融機関、支援機関等の２７団体
が相互に連携するネットワークが一体となって県内企業を
支援し、ＤＸを推進

■ 無料相談・マッチング等による支援
・専任の相談員「DXコンシェルジュ」による無料相談
・解決策を提案できる「埼玉DXパートナー」との
マッチング
・DX推進のための事業計画の策定等、事業者のデジタ
ル化のステージに応じたきめ細かい支援

■ ノーコードツール活用によるＤＸ促進を支援
・ 事業者におけるノーコードツール活用を促進するための実践型
プログラムを実施

■ 優れたＤＸの取組の表彰・横展開
・ 「埼玉ＤＸ大賞」の開催
・ 「ＤＸ推進ポータルサイト」による情報発信

これまでの取組

令和８年度における新たな取組

■ 「埼玉県中小企業DX導入支援補助金」の創設
「ＤＸツール」の導入に係る費用の一部を補助
・補助率:3/4 ・補助上限額:300万円
・申請期間:7月1日（水）～9月30日（水）

■ 「体験型DX展示会」の実施
生産性向上に資する「ＤＸツール」を体験できる
展示会を県内5か所で実施。（６月～８月）
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埼玉版スーパー・シティプロジェクト

誰ひとり取り残さない、持続可能な社会の構築

必要な機能が集積し
ゆとりある“魅力的な拠点”を構築

【コンパクト】

新たな技術の活用などによる
“先進的な共助”を実現
【スマート】

誰もが安心して暮らし続けられる
“持続可能な地域”を形成
【レジリエント】

医療、子育て、交流等の
活動拠点

EVシェア

デマンドタクシー・バス

災害時にも活用可能な
エネルギーマネジメント


